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目指す姿１　産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化

　

目指す姿４　産業振興を支える投資の拡大

　

目指す姿３　歴史と風土に培われた地域産業の活性化

選択・集中プロジェクト

目指す姿２　地域資源を生かした成長産業の発展

賃金水準の向上

未来の秋田を支える人への投資

人材投資・確保に向けた取組【 未来を支える人材投資・確保対策本部の取組】

カーボンニュートラルへの挑戦

デジタル化の推進
　あ

新【県内ＩＣＴ企業人材確保・育成事業】24,518千円
  ・首都圏の大学生等・大学キャリア担当者と県内ＩＣＴ企業との対面機会を創出

　・デジタル人材を育成する研修プログラムの実施とマッチング機会の提供　等　　

新【中核人材確保・定着環境整備支援事業】30,000千円
  ・県内中小企業が行う経営等の高度化に向けた環境整備等の取組に要する経費を支援
　あああ

新【中核人材育成支援事業】10,612千円
　・企業が主体的に取り組む高度な社員研修等に要する経費を支援
　あああ

新【外国人材受入サポートセンター（仮称）設置事業】8,700千円
　・企業向け相談サポートセンターの設置、専門家派遣、市町村の環境整備に向けた勉強会の開催　等
　あああ

新【首都圏副業・兼業プロ人材獲得促進事業】13,029千円
  ・秋田で働く魅力をＰＲするなど、認知度向上を図り、首都圏の副業・兼業人材の獲得を促進　等
　あああ

拡【人材投資促進事業】29,098千円
　・学び直し支援(資格取得費用等への助成、ｅラーニング講座の提供)、若年女性等正規雇用化支援等
　あああ

拡【職業訓練受講促進事業】25,896千円 　
　・介護・建設・製造・ＩＴ分野の職業訓練を受講する雇用保険受給資格がない求職者に給付金を支給
　あああ

拡【魅力的な職場づくりステップアップ支援事業】12,798千円
　・若年者等が働きやすい職場環境づくりに向けた実践講座の開催や専門家派遣、取組報告会の実施等

   

新【地域密着型ＤＸ支援事業】12,509千円
　・県内ＩＣＴ企業と商工団体等の支援機関が県内企業のＤＸ戦略策定・実行を伴走支援
　・県内のデジタル化・ＤＸに係る取組の好事例を業界団体等に横展開　等
　あああ

新【秋田の「はこぶ」を未来につなげる事業】24,375千円
　・物流事業者と荷主企業の連携による物流の効率化(共同輸配送等)の取組を支援　等
　あああ

新【ＪＡＸＡ等との産学官連携による「次世代イノベーションの創出」】19,463千円
　・ＪＡＸＡロケット実験場関連産業への参入に向けたマッチングや研究会等を実施　等
　あああ

拡【スタートアップエコシステムＡＫＩＴＡ推進事業】39,486千円
  ・民間と連携した支援の提供に向けた「地域プラットフォーム」を設立、運営
　・若年層向けの起業家意識醸成を図るほか、県内スタートアップへの集中支援や県外スタートアップ
　　への実証支援などを成長段階に応じて提供　等

　　

拡【商業・サービス産業経営革新事業】322,663千円
　・中小企業の経営革新の取組や省エネルギー化・省力化に向けた設備投資などを支援
　　

継【伝統的工芸品等振興事業】12,604千円
　・事業者等の販路開拓、原材料確保等の取組や若者の視点を取り入れた商品開発を支援　等

拡【航空機システム電動化研究・開発推進事業】231,221千円　　　　　　
  ・地方大学・地域産業創生交付金「展開枠」を活用し、県内企業の技術力と競争力の強化を
　　図るため航空機システム電動化を中心とした先端的研究・開発等を支援　

　　

新【県内ＩＣＴ企業競争力強化支援事業】6,000千円
  ・県内ＩＣＴ企業の事業拡大や人材確保・育成など経営基盤の整備を支援

拡【医療福祉・ヘルスケア産業成長促進事業】30,241千円
　・医療機器製造サプライチェーンへの県内企業の参入を伴走支援
　・工業会等の関連団体と連携して県内企業のヘルスケアプログラム等のＰＲを実施
　　

継【牽引企業成長戦略支援事業】21,269千円
　・県内情報関連産業を牽引する企業を創出するため県内ＩＣＴ企業の成長戦略を支援
    

継【あきた企業立地促進助成事業】2,728,947千円
  ・企業の立地を促進するため工場の新増設等の設備投資に係る費用の一部を助成
　　　

継【県・市町村立地基盤整備連携事業】379,790千円
　・県と連携して新たに立地基盤整備を行う市町村に対し団地造成費用等の一部を助成(R6:能代市)

戦略１　産業・雇用戦略

　あ

拡【新エネルギー産業創出・育成事業】492,632千円
　・洋上風力発電関連産業のサプライチェーン構築に向け、県内企業への伴走型支援を強化
  ・洋上風力発電を契機とした未来志向型漁業共生策を検討
  ・再エネ工業団地の整備に向け、電力安定供給に関する調査を実施
　・ＣＣＳ事業への県内企業の参画に向けたマッチングを実施
　・水素製造拠点化に向けた活動を展開
　あああ

継【洋上風力発電を契機とした秋田の未来づくり会議】
　・洋上風力発電事業者と幅広い分野で連携し、地域課題の解決や新たな事業の創出に取り組む

　あ

拡【経営資源融合支援事業】45,000千円
 ・Ｍ＆Ａ及びＰＭＩ（統合効果を最大化するプロセス）に要する経費を助成
　　

拡【ものづくり革新総合支援事業】453,376千円
 ・企業の積極的な生産性の改善の取組や生産工程の省エネルギー化・省力化を図る取組を支援

　

新【中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業】27,242千円
  ・事業継続計画（ＢＣＰ）等に基づき企業が主体的に行う設備導入等（ハード・ソフト）を支援

気候変動に対応した防災力の強化【県内中小企業の防災力強化】

新秋田元気創造プランの推進

産 業 労 働 部
令和 ６年 ２月

全庁を横断した取組
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制度融資について

産業政策課

１ 目 的

県内中小企業が行う経営基盤強化や新事業展開等の多様な資金需要に対応するため、制度融資により資金

繰りの円滑化を支援する。

２ 新規融資枠 （単位：億円）

資 金 名 主な資金の内容 新規融資枠
中小企業振興資金 一般資金、災害復旧資金 等 １１９

経営安定資金 １１５
通常枠、借換枠 等 ４３
ウィズ・アフターコロナ枠 等 ６２
原油・原材料等価格高騰対策枠 １０

新事業展開資金 再生可能エネルギー産業参入支援資金、事業承継資金、創業支援資金 等 ５４
賃金水準向上資金 ６０
その他資金 アグリサポート、企業再生、組合組織 １２

合 計 ３６０

３ 予 算 額 ２４,４９１,６５３千円

内 訳 預託金 ２３,１３３,０００千円
保証料補助金 ７８４,９８７千円
利子補助金 ５７３,６６６千円

財源内訳 ９７６,９８０千円 ※秋田県中小企業経営安定臨時対策基金繰入金

２３,１３３,２６４千円 ※預託金元利金収入

９８,３３８千円 ※中小企業再生支援利子補給助成金

２８３,０７１千円
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４ 主な制度

（１）経営安定資金 ウィズ・アフターコロナ枠

コロナ関連融資等の返済負担軽減を図る借換えを支援する。

・融 資 対 象 売上高又は利益率が５％以上減少し、かつ

経営行動計画を策定した者

・融 資 枠 60 億円

・貸付限度額 1億円

・貸 付 利 率 1.55％

・貸 付 期 間 10 年以内（据置５年以内）

・保 証 料 1.15％以下（一般）

0.20％（ＳＮ４号又は５号認定を受けた場合）

（２）経営安定資金 原油・原材料等価格高騰対策枠

原油・原材料等の価格高騰の影響を受け、経営に支障をきた

している中小企業者の資金繰りを支援する。

・融 資 対 象 製品等原価のうち主な原油・原材料等の仕入

価格が２０％以上上昇しているにもかかわら

ず、製品等価格に転嫁できていない者

・融 資 枠 10 億円

・貸付限度額 4,000 万円

・貸 付 利 率 1.35％（一般又はＳＮ５号認定を受けた場合）

・貸 付 期 間 10 年以内（据置２年以内）

・保 証 料 1.40％以下（一般）

1.15％以下（売上高等が減少している場合）

0.56％（ＳＮ５号ロ認定を受けた場合）

（３）新事業展開資金 再生可能エネルギー産業参入支援資金

再生可能エネルギー産業への中小企業者の参入を促進する。

・融 資 対 象 再生可能エネルギー発電設備を設置し、又は同

設備に関連する事業を行う中小企業者

・融 資 枠 12 億円

・貸付限度額 2億 8,000 万円

・貸 付 利 率 1.30％

・貸 付 期 間 15 年以内（据置３年以内）

・保 証 料 0.00％

（４）賃金水準向上資金

生産性向上や規模拡大により、賃金水準の向上に取り組む企

業に対して、社債発行による長期安定的な資金調達を支援する。

・融 資 対 象 適債基準を満たし、給与総額及び初任給年率

平均2.0％増を３年以上実施するための計画を

有する企業

・融 資 枠 60 億円

・貸付限度額 5.6 億円

・貸 付 利 率 金融機関所定金利

・貸 付 期 間 7年以内（期日一括）

・保 証 料 0.00％
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【参考】

経営者保証が不要となる制度について

・目 的 信用保証付き融資において、保証料率の引上げを条件に、中小企業者が経営者保証を提供しな

いことを選択できる制度を導入することにより、経営者による個人保証に依存しない融資慣

行の確立を促進し、中小企業者の資金繰りの円滑化を図る。

・対象者要件 直近の決算において債務超過ではないこと

直近２期の決算において減価償却前経常利益が連続して赤字ではないこと 等

・信用保証料率 現行の保証料率に０．２５％上乗せ又は０．４５％上乗せ

・実 施 時 期 令和６年３月１５日

8



経営資源融合支援事業について

産業政策課

１ 目 的

新分野進出、規模拡大による生産性向上及び賃金水準の向上や事業継続を図るため、中小企

業のＭ＆ＡやＰＭＩを促進するとともに、Ｍ＆Ａ等を契機に生産性向上を図る事業者への補助

を拡充することで、賃金水準向上につなげる。

２ 概 要

企業規模の拡大、経営の多角化及び事業の引継等を検討している、中小企業者のＭ＆Ａに要

する費用及び経営統合後のＰＭＩに要する経費を支援する。

・補助対象 Ｍ＆Ａを希望する県内中小企業

・対象経費 企業概要書作成、資産査定、専門家派遣、委託料等

（単位:千円）

① Ｍ＆Ａ促進型・・・相手先未定だが、Ｍ＆Ａの準備を行う中小企業者

② Ｍ＆Ａ実現型・・・当年度内でのＭ＆Ａ成立が見込まれる中小企業者

③ ＰＭＩ型・・・・・経営統合後、その効果を最大化すべく行う作業。人事･労務分野等の統合

作業が中心のため、士業等の専門家による支援を得ることが有効

補助率

① Ｍ＆Ａ促進型 ② Ｍ＆Ａ実現型 ③ ＰＭＩ型

限度額 限度額
限度額

売り手 買い手 売り手 買い手

一般枠
２／３

１ ,０００ １ ,０００ １ ,０００ ２ ,０００ １ ,０００
生産性向上枠※ － － － ３ ,０００ －
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※ 生産性向上枠・・・Ｍ＆Ａ実施後、生産性を向上させる取組についての実施計画書を提出し、

妥当と認められた申請者については補助上限を一般枠よりも優遇

３ 予算額 ４５,０００千円

（補助金（採択予定件数：３０件））

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用予定）

（補助金の内訳） 一般枠（２５件） ３０,０００千円

生産性向上枠（５件） １５,０００千円
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デジタル人材確保・育成事業について　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　デジタルイノベーション戦略室
１　目　的

　　県内産業のデジタル化・ＤＸを推進するため、デジタル人材の確保・育成に係る取組を支援する。

２　概　要
（１）県内ＩＣＴ企業人材確保・育成事業　　　　　　　　　　　　　　 ２４,５１８千円

      専任職員を配置して、県内外の大学・専門学校等で県内ＩＣＴ企業のＰＲを行うほか、首都圏大学と連携した
　　若年デジタル人材のＡターン促進、就職マッチングを含めた人材育成プログラムを実施する。
　

　　①　県内ＩＣＴ企業人材確保事業
　　　　・対　　　象　　県内ＩＣＴ企業　
　　　　・内　　　容　　ＩＣＴ専門員を１名配置し、学生等を対象としたリクルート活動等を実施
　

　　②　若年デジタル人材Ａターン事業【新規】
　　　　・対　　　象　　首都圏大学生等（３０名程度）、首都圏私立大学の就職担当者で構成される団体（３０校
　　　　　　　　　　　　加盟）
　　　　・内　　　容　　首都圏大学生等と県内ＩＣＴ企業等の対面機会の創出を図るため、以下の取組を行う。
　　　　　　　　　　　　ア　県内企業の首都圏大学生向けインターンシップ受入支援（８月予定）
　　　　　　　　　　　　イ　首都圏大学の就職担当者向け県内企業の視察や採用担当者との意見交換会の実施
　　　　　　　　　　　　　　（１１月予定)　　　　　
　　　　　　　　　　　　ウ　首都圏大学生等向け県内ＩＣＴ企業説明会の実施（２回程度）
　　　　・委託予定先　　民間事業者(企画提案方式により決定)
　　

大学の就職担当者

県内首都圏

大学生等 県内ＩＣＴ企業等

秋田県

イ　視察受入
意見交換会の実施

ア　インターンシップ受入

受入支援

ウ　県内ＩＣＴ企業説明会の実施
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    ③　デジタル人材育成プログラム推進事業【新規】
　　　　・対　　　象　　県内外大学生、県内外求職者等（３０名程度）
　　　　・内　　　容　　ＩＴパスポート取得などを目指すデジタル人材を育成する研修プログラムの実施とマッチ
　　　　　　　　　　　　ング機会の提供
　　　　・委託予定先　　民間事業者（企画提案方式により決定）

（２）次世代デジタル人材確保・育成事業　　　　　　　　　　　　　 １１,５９８千円
　　　県内ＩＣＴ企業が連携したインターンシッププログラム等を実施するほか、中高生などを対象としたデジタル
　　技術を学ぶ短期集中型の研修を開催する。

　　①  大学生等向け次世代デジタル人材育成事業　　
　　　　・対　  　象　　県内ＩＣＴ企業（８社）　　
　　　　・内　  　容　　県内ＩＣＴ企業で構成する協議会を設置し、
　　　　　　　　　　　　以下の取組を行う。
　　　　　　　　　　　　ア　ＩＣＴ企業が連携したインターンシップ
　　　　　　　　　　　　　　プログラム
　　　　　　　　　　　　イ　ＩＣＴ企業と大学生等の交流イベント
　　　　・委託予定先　　民間事業者（企画提案方式により決定）
 

　　②  Ａｋｉｔａデジタルキャンプ実施事業
　　　　・対  　　象　　県内の中高生等(３０人程度)　　
　　　　・内　  　容　　県内ＩＣＴ企業と連携してプログラミング等

　　　　　　　　　　　　を学ぶ短期集中型研修（３日程度）の開催
　　　　・委託予定先　  民間事業者（企画提案方式により決定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                     

令和５年度Ａｋｉｔａデジタルキャンプ実施事業
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３　予算額                                                       ３６,１１６千円　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    財源内訳　 　  ５,７４０千円
                                                             　　　　 ２６千円
                                                             　３０,３５０千円
　

（１）県内ＩＣＴ企業人材確保・育成事業　　　　　　　　　　　　   ２４,５１８千円
　　　　　　　　　　　　　　（地域活性化雇用創造プロジェクト事業費補助金活用予定）
 

　　　　　内　訳　  報酬、期末手当、共済費　　　　　　　　　　 　　４,６３８千円
　　　　　　　　　  報償費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２０千円
　　　　　　　　　  職員旅費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２,２６８千円
　　　　　　　　　  需用費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５６千円
　　　　　　　　　  役務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１８千円
　　　　　　　　　  委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １６,６６２千円　　　　　　　　　
　　　　　　　　　  使用料及び賃借料　　　　　　　　　　　　　　　　　２５６千円
　

（２）次世代デジタル人材確保・育成事業　　　　　　　　　　　　　 １１,５９８千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　（デジタル田園都市国家構想交付金活用）
 

　　　　　内　訳　  職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  １１８千円

　　　　　　　　　  委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　   　１１,４３０千円
　　　　　　　　　  使用料及び賃借料　　　　　　　　　　　　　　　　　  ５０千円
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ＤＸ普及啓発・促進事業について　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　デジタルイノベーション戦略室

１　目　的

　　県内企業の生産性向上や競争力強化を図るため、ＤＸ戦略策定支援等を行うとともに、県内におけるデジタル
　化・ＤＸの好事例を用いてデジタル技術の普及啓発を促す。

２　概　要

（１）地域密着型ＤＸ支援事業【新規】　　　　　　　　　　　　　 １２,５０９千円
　　　経営課題の解決に向けて、県内企業のＤＸ戦略の策定や実行の伴走型支援を図るとともに、県内のデジタル
　　化・ＤＸの好事例を業界別に横展開する。
　

　　①　ＤＸ戦略策定・実行のための伴走型支援事業　　　　
　　　　・対　　　象　　県内中小企業等（１５社）
　　　　・内　　　容　　商工団体や金融機関、ＩＣＴ企業等が連携しながら、県内企業の課題分析やＤＸ戦略の
　　　　　　　　　　　　策定、アクションプランの実行を支援する。
      　・委託予定先　　公益財団法人あきた企業活性化センター（事務局運営）
　

　　②　ＤＸ戦略策定支援力強化事業
　　　　・対　　　象　　商工団体や金融機関、ＩＣＴ企業等の職員
　　　　・内　　　容　　ＤＸ戦略策定に関する実践力強化プログラムを
　　　　　　　　　　　　実施する。
　　　　・委託予定先　　公益財団法人あきた企業活性化センター
　　　　　　　　　　　　（事務局運営）

令和５年度業界別デジタル化事例の横展開事業

秋田県地域密着型ＤＸ支援コミュニティ

伴走型支援

県内中小企業等

秋田県

代表機関・事務局
（あきた企業活性化センター）

県内ＩＣＴ企業

県内金融機関県内商工団体

サイバーセキュリティ
対策の専門家

地域密着型ＤＸ支援事業の
支援イメージ 14



（２）企業連携による先進技術等活用促進事業　　　　　　　　　　　　１,０００千円
　　　先進技術やデータの活用等を通じて異業種企業などが連携するグループ
　　活動を支援する。
　　　・補 助 対 象　　秋田デジタルイノベーション推進コンソーシアム会員
　　　　　　　　　　　で構成するグループ
　　　・対 象 経 費　　講師謝金やソフトウェア使用料などグループ活動に要
　　　　　　　　　　　する経費
　　　・補 助 率 等　　補助率１／２以内、上限５０万円

　

（３）ＤＸ推進ポータルサイト運営事業　　　　　　　　　　　　　　　　 ６８０千円
  　  デジタル技術を活用し生産性向上等の成果を挙げている事業者の事例や各種支援制度を掲載するほか、検索
　　性向上のための機能改修をする。
　　　・委託予定先　民間事業者

　

（４）県内事業者のデジタル技術活用実態調査事業　　　　　　　　　　２,１３１千円

　　　県内中小企業のデジタル技術の活用状況を把握するとともに、活用促進に向けた課題等を分析し、今後の取
　　組内容の見直し等を検討するためのアンケート調査を実施する。
　　　・対　　　象　　県内中小企業（無作為抽出した約１,８００社）
　　　・調 査 内 容　　デジタル化・ＤＸの状況、デジタル技術の活用に向けた課題等
　　　・委託予定先　　民間事業者（企画提案方式により決定）

令和５年度企業連携による先進技術等活用促進事業
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３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６,３２０千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財源内訳　　　 　１６,３２０千円
　

（１）地域密着型ＤＸ支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２,５０９千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（デジタル田園都市国家構想交付金活用予定）
　

　　　　　　　　内　訳　　報償費　　　　　　　　　　 　　　　　　　　１５０千円　
　　　　　　　          　消耗品等　　　　　　　　　　　　　　　 　　１８０千円
　　　　　　　　　　　　　委託料　　　　　　　　　　　　　　　　１２,１７９千円
　
（２）企業連携による先進技術等活用促進事業　　　　　　　　　　　　１,０００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）

（３）ＤＸ推進ポータルサイト運営事業    　　　　　　　　　　　　　　 ６８０千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（委託料）
　
（４）県内事業者のデジタル技術活用実態調査事業　　　　　　　　　　２,１３１千円
　

　　　　　　　　内　訳　　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　 　　　　２４千円　
　　　　　　　　　　　　　需用費　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　３０千円
　　　　　　　　        　委託料　　　　　　　　　　　　　　　　  ２,０７７千円
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中核人材確保・定着環境整備支援事業について【新規】
地域産業振興課

１　目　的 
 県内中小企業の革新や経営等の高度化に向けた環境整備等の取組を支援することにより、企業の中核となる人材の確

保及び定着を図る。 
 
２　概　要 
　　中核人材の確保・定着に向けて企業が主体的に策定する事業計画の実行に要する経費の一部を助成する。
　　・補助対象    県内中小企業者
  ・対象経費　  機械装置費、施設改修費、専門家指導費、研究開発費　等

　　・補 助 率  　３／４
　　・限 度 額 　 ７,５００千円（下限３,０００千円）
　　・補助条件　  ３年間で１名以上の大卒者等の採用を目指す事業計画の策定　等
　　　　　　　　  (大学、高専等を卒業した新卒者又は既卒者(３５歳未満のＡターン者))
　　・事業期間　  ３年以内
 
３　予算額　　　　　　  　　   　  ３０,０００千円 
　　　　　　 　　　　　　　　　 （補助金（４件程度）） 
 

  

◆支援する取組の例
　企業組織の再編等（研究部門、
海外展開部門、ＤＸ推進部門等
の創設や拡充）に係る施設修繕・
設備導入・専門家派遣、大学等
との共同研究　等

企業の革新や
経営等の高度化

企業の
成長

中核人材の候補となる
若者の採用・育成

環境整備等

○年後
目指す姿

現状

事業計画の例

• 各部門の中枢として、高度な業務・難易度の
高い業務を担う

• 組織の管理・運営の責任者
• 複数の人員を指揮・管理する
• 高い専門性や技能を有する
• 将来、経営層の一員として

想定

事業上の様々な業務において中核を担う人材
高度な専門性を有する人材

中核人材

業務人材
事業運営において各部門や業務の

遂行を担う人材

• 各部門において、比較的定型的な業務を担う
• 組織の管理・運営の責任者となっていない
• 中核人材の指揮・管理のもと業務を行う
• 中核人材の補助的な業務を行う

（中小企業・小規模事業者人材活用ガイドライン（R5.6中小企業庁）を参考に作成）
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◆中核人材確保・定着環境整備支援事業　実施イメージ

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

●事業計画策定
●施設改修 ●分析装置導入

●大学と共同研究

●人材採用 ●新技術に係る専門家指導●既存装置移設

審査・採択

Ｂ社

県 補助金交付補助金交付補助金交付

●事業計画策定
●分析装置導入

●人材採用
●社内規程整備

Ａ社

●事業計画策定 ●人材採用Ｃ社 ●施設改修事業計画検討

企業の実情に応じて柔軟に対応

●分析装置導入

上限７５０万円

審査・採択県 補助金交付

上限７５０万円

審査・採択県 補助金交付補助金交付

上限７５０万円

●大学と共同研究 ●大学と共同研究

●会社パンフレット作成
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中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業について【新規】
地域産業振興課

１　目　的 
 事業継続計画（ＢＣＰ）等に基づく取組を支援することにより、災害時における中小企業の事業活動の継続と県内経

済への影響の低減を図る。 
 
２　概　要 
　　県内中小企業が策定したＢＣＰ等に基づき行う災害対策設備導入等に要する経費の一部を助成する。 
　　・補助対象    県内中小企業者
  ・対象経費　  ＢＣＰ等に基づく取組に要する経費

　　・補 助 率　　１／２
　　・限 度 額 　 ３００千円（下限１００千円）
 
３　予算額　　　　　　  　　  　　　　　　　　　２７,２４２千円 
　

　　　　内　訳　 補助金（９０件程度）　　 　　　２７,０００千円 
 　　　　　　　　職員旅費等（検査確認等事務費）　　　２４２千円
  

　

　

対象経費の例

ハード整備
止水板、自家発電装置、蓄電池、
免震ラック、排水ポンプ　ほか

ソフト整備
クラウドサービス導入、安否確認
システム導入、耐震診断　ほか

その他
エアコン室外機移設、緊急用の備蓄　
ほか

止水板設置の例浸水被害の例
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１　目　的
　　プロフェッショナル人材戦略拠点の設置・運営、民間人材紹介事業者を介したプロフェッショナル人材の雇用や
　副業・兼業人材の受入を支援し、県内企業の成長戦略の実現を図る。 

プロフェッショナル人材活用普及促進事業について

地域産業振興課

２　概　要
(１)　プロフェッショナル人材戦略拠点設置事業　　　　　　　　　　　　　　 ４７,２４９千円
　　　（公財）あきた企業活性化センターにプロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、プロフェッショナル人材や
　　副業・兼業人材と県内企業とのマッチングを支援する。

　  県内企業の課題解決による経営基盤強化と関係人口の創出・拡
大により、地域経済に新たな付加価値を生み出し、「ひと」と
「しごと」の好循環を創出する。

　◆プロ人材の活用による県内企業の成長戦略の達成

　◆企業成長による地域経済の活性化

　◆首都圏等からの人材環流、関係人口の創出・拡大

 

目指す姿

プロフェッショナル
人材戦略拠点

(マネージャー１名、
サブマネージャー４名、

スタッフ２名)

登録

経営課題の把握
人材ニーズ掘り起こし

人材ニーズ取次ぎ

事業イメージ

１ プロ人材戦略拠点設置事業
（１）取繋件数　　    １,２１４件
（２）成約件数　　       ４８７件
　　　（うち副業・兼業   １４５件）
　　　（うちＤＸ案件       ２３件）
２ プロ人材活用促進事業費補助金 
　【採択件数】Ｒ４：６件、Ｒ５：６件
３ 副業・兼業人材活用促進事業費補助金
　【採択件数】Ｒ４：８件、Ｒ５：４９件

      

実績
令和５年１２月末現在
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  (２)　プロフェッショナル人材活用促進事業　　　　                         ５,０００千円 
  　　　プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて、県内への移住を伴う県外の人材を雇用する際に県内企業が負
　　　担した人材紹介手数料の一部を助成する。  
　　  　・補  助  率　　１／２ 
　　  　・限  度  額　  通常枠：５００千円、ＤＸ人材枠：１,０００千円 

  (３)　副業・兼業人材活用促進事業　　　　　                       　　　　４,０００千円
　　    プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて、県外から副業・兼業人材を受け入れる際に県内企業が負担し
      た人材紹介手数料と旅費の一部を助成する。
　　    ・補  助  率　  １／２ 
　　    ・限  度  額　  通常枠：１５０千円、ＤＸ人材枠：３００千円 
 
 （４)　首都圏副業・兼業プロ人材獲得促進事業【新規】　　　　 　　　　　  １３,０２９千円
　　    首都圏在住等のプロフェッショナル人材獲得に向け、本県の副業・兼業人材活用の取組や秋田で働く魅力
      をＰＲするイベントを開催するほか、秋田県に関心を有する人材をターゲットとしたウェブ広告等を活用し
      て情報発信を行う。
　　    ・委　託　先　  (公財)あきた企業活性化センター

【形態】
 オンラインと一部リアル参加のハイブリッド

　※秋田県あきた暮らし・交流拠点センター（アキタコアベース）
    からの配信を予定

【プログラム（想定）】

 ○本県の副業・兼業活用の取組を紹介

　○副業・兼業制度を活用した経営者・人材によるトークセッション

　○人材募集中の企業と参加者によるＱ＆Ａセッション

イベント概要(想定)

秋田県あきた暮らし・交流拠点センター
（アキタコアベース）
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３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６９,２７８千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(デジタル田園都市国家構想交付金活用予定)
　

  (１)　プロフェッショナル人材戦略拠点設置事業　　　　　    　　　 　４７,２４９千円
　

                     内　訳　　委託料　　　　　　　　　　　　　　４７,１１２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　 　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　 １３７千円　　　　            

　

  (２)　プロフェッショナル人材活用促進事業　　　　　　 　　　　 　　　 ５,０００千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(補助金)

  (３)　副業・兼業人材活用促進事業　　　　　　　　　　        　　　　 ４,０００千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(補助金)

  (４)  首都圏副業・兼業プロ人材獲得促進事業　　　　　　　　　　　　 １３,０２９千円
　

                     内　訳　　委託料　　　　　　　　　　　　　  １２,４６１千円

　　　　　　　　　　　　　　　　 　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　 ５６８千円
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ものづくり革新総合支援事業（省エネ生産設備更新型）及び

　　商業・サービス産業経営革新事業（省エネ設備更新枠）について
地域産業振興課
商 業 貿 易 課

１　目　的

　　

２　概　要
　　　

３　予算額

　電力等価格高騰により経営環境に大きな影響を受けている事業者に対して、省エネルギー化又は省力化に向けた
設備更新・導入の取組を支援し、中長期的な生産性の向上と経営基盤の強化を促進する。

（１）ものづくり革新総合支援事業（省エネ生産設備更新型）　　４００,１８８千円
 

　　　　 　　　　　　　　　　　内  訳　 補助金　　　　　　　４００,０００千円
　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　旅　費　　　　　　　　　　 １８８千円
 

      ※令和５年度における採択実績：４６件　３０４,５１６千円

（２）商業・サービス産業経営革新事業（省エネ設備更新枠）    ３０７,３２５千円
 

　　　　                       内  訳　 補助金　　　　　　　３００,０００千円
　　　　　　　                          人件費　　　　　　　　　６,４４９千円
　　　　　　　　                        事務費（旅費・使用料等）　 ８７６千円
 

　　　※令和５年度における採択実績：７３件　２８３,２６５千円
 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用予定）

　・補助対象　 県内に事業拠点を有する中小企業者
　　　　　　　 （１）ものづくり革新総合支援事業(省エネ生産設備更新型):製造業
　　　　　　　 （２）商業・サービス産業経営革新事業(省エネ設備更新枠):製造業以外
　・対象経費　 省エネルギー化又は省力化に資する事業用設備の購入費、工事費
　・補 助 率　 ２／３以内

　・限 度 額　 １０,０００千円

〔導入設備例〕

製造業以外：冷凍冷蔵設備

製造業：大型工作機械
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産学官共同電動化システム研究開発事業について
（航空機システム電動化研究・開発推進事業）

輸送機産業振興室
１　目　的

２　概　要

・事業内容　　大学における次の３つの取組に要する経費を助成する。

　地方大学・地域産業創生交付金「展開枠」※を活用し、令和元年度から５年度までに実施した新世代（高効率）モーター等
の研究成果を踏まえ、航空機以外の産業分野への展開、専門人材育成を行うことで、県内企業の技術力と競争力の強化を図る。
　

　※事業の加速・強化・拡大が期待できる取組に対し、追加支援が可能になる制度

① 航空機システム電動化関連
　 　航空機推進系大出力モーターの出力向上、電動燃料ポンプ
　   部品の県内生産技術の確立
② 他産業展開関連
　 　モーター研究成果のドローンや電動船舶への応用・展開
③ 専門人材育成関連
　 　製品改良のリードタイム短縮等に貢献できる人材の育成

・補助対象　　秋田大学、秋田県立大学

・対象経費　　事業計画に基づく上記①～③の取組に要する経費

・補 助 率　　１０／１０（国２／３、県１／３　等）

・補助期間　　令和６年度～令和９年度（４年）

３　予算額　　　　　　　　　　                     　         ２３１,２２１千円
　　     　８６,１９５千円
     　　　３６,６００千円
         １０８,４２６千円

内　訳 職員旅費等　　　　　　　　　　　　　　　　 １,０００千円
補　助　金　　　　　　　　             ２３０,２２１千円

補助金の内訳 人件費・旅費　　　　４６,９００千円
研究設備・物品費　　５７,７１６千円　　　
設計・試作費等　　１２５,６０５千円

 

（地方大学・地域産業創生交付金活用）
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航空機推進系大出力モーター試作品

（参考）電動化システム共同研究センターのこれまでの主な成果と今後の計画

● 国内最大級のモーター特性評価装置（400kWまで評価可能）を備えた新世代モーター特性評価
　 ラボの整備（令和４年４月）
　　 
● 航空機推進系大出力モーター試作品（250kW、約340馬力、乗用車3リッターターボエンジンに
　 相当）の製作・完成（令和５年３月）

● 航空機向け超高速モーター部品（ローター：回転子）試作品の製作・完成（令和５年６月）　　 

● 秋田大学と秋田県立大学の両大学院に共同専攻を設置（令和４年４月）
　 輸送・機械システムなど、多様な工学分野の知識・技術を修得し、我が国および地域の産業
　 振興に寄与貢献できる人材を育成

● 社会人を対象としたリカレント教育の推進（令和２年10月から継続）

これまでの研究成果の県内企業への波及効果の観点から、以下の取組の加速・強化を図る。

● 航空機推進系大出力モーターの出力向上（250kW⇒メガワット級）と、試作を通じて参画して
　いる県内企業の技術力と受注確度の向上

● 電動燃料ポンプ部品（動力伝達用の回転軸）の県内生産技術の確立

● 拡大しているドローン分野への参入と電動船舶用エンジンへの成果の展開

● デジタル技術を活用した製品改良のリードタイム短縮に貢献する技術者の育成と企業成長を
   牽引するプロジェクトマネージャーの育成

航空機向け超高速モーター部品
（ローター）試作品

出典：電動化システム共同研究センター
　　　ウェブサイト

主 な 成 果

今 後 の 計 画

部品イメージ

ドローン 電動船舶用エンジン

ローター（回転子）
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輸送機産業電動化等対応促進事業について
                                                                                                輸送機産業振興室
１　目　的
　　輸送機産業の電動化が進展する中、電動化に係る意識啓発から量産体制構築までを総合的に支援することにより、県内輸
　送機関連企業の競争力強化と新規参入の促進を図る。

２　概　要
（１）電動化啓発促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　６０５千円
　　　専門家によるセミナーを開催し、県内企業の電動化に係る意識を啓発する。
　　　　 ・内　  容　　市場動向、電動化部品の生産に必要な技術情報等
　　　　 ・講　  師　　自動車メーカーＯＢ等

（２）電動化人材開発促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３,１７１千円
　　　① 県内企業ＰＲの実施
　　　　 大学生の県内就職促進のため、県内輸送機関連企業の情報をＰＲする。
　　　　 ・内　  容　　企業の製品・技術等のＰＲイベントの開催等
　　　② 中核人材育成研修会の開催
　　　　 県内企業の中核となる技術者育成のための研修会を開催する。
　　　　 ・内　  容　　品質管理や現場改善のための問題解決手法等
　　　　 ・講　  師　　自動車メーカーＯＢ
　

（３）電動化研究開発促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　６８,４８８千円
　　　① 研究開発支援
　　　　 電動化部品製造への参入・拡大に向けて、研究開発に対し助成する。
　　　　 ・補助対象　　県内企業
　　　　 ・対象経費　　試作費、原材料費等
　　　　 ・補 助 率　　１／２　　　
　　　　 ・限 度 額　　２,５００千円
　　　② 軽量部品の製造に係る研究開発
　　　　 複合材を活用した軽量部品製造の研究開発を推進する。
　　　　 ・実施方法　　秋田複合材新成形法技術研究組合への委託により実施

令和５年度県内企業ＰＲイベント

令和５年度中核人材育成研修会

26



（４）電動化ビジネスマッチング支援事業　　　　 　　　　　　　　　１５,３６９千円
　　　① ビジネスマッチングコーディネーターの配置
　　　　 中京圏に配置しビジネスマッチングを支援する。
　　　 ・内　　容　　発注企業のニーズ収集、県内企業の情報発信等
　　　 ・コーディネーター　　自動車部品メーカーＯＢ
　　　② 商談において求められる国際認証取得支援

　　　　 航空機・自動車部品のグローバルな調達基準である国際規格（認証）取得経費を
　　　 助成する。
　　　 ・補助対象　　県内企業
　　　 ・対象経費　　コンサルティング費、審査料等
　　　 ・補 助 率　　１／３
　　　 ・限 度 額　　２,０００千円

（５）電動化設備導入支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 １４４,３６５千円
　　　電動化に係る輸送機関連部品等の生産に必要な設備導入に対し助成する。
　　　 ・補助対象　　県内企業
　　　 ・対象経費　　設備導入経費等
　　　 ・補 助 率　　１／２・１／３
　　　 ・限 度 額　　５０,０００千円
　　　 ・補助要件　　給与総額及び初任給年率２.０％増を３年以上実施するための計画

　　　　　　　　　　 策定  

コーディネーターによる発注情報の提供
（令和５年６月）

設備導入支援事業で導入した設備

　　　　　　　　　　（１）専門家による啓発セミナー（電動化の意識啓発）

（５）設備導入（量産設備）

　（４）ビジネスマッチング（コーディネーター、認証取得）

　　　　　　　　（３）研究開発（研究開発助成、軽量部品の研究開発）

　　　　　　　　（２）人材開発（県内企業PR、中核人材育成研修会）

電動化の意識啓発から量産体制構築までを総合支援
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３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３１,９９８千円

　

 　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　（デジタル田園都市国家構想交付金活用）
 
（１）電動化啓発促進事業　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　６０５千円

                                            　　　　　　　　　　 

（２）電動化人材開発促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ３,１７１千円
                                                           

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（３）電動化研究開発促進事業　　　　　　　                      ６８,４８８千円
                                                           　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（４）電動化ビジネスマッチング支援事業　　                      １５,３６９千円
                                                           
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（５）電動化設備導入支援事業 　　　　　　　　　　　 　 　  　 １４４,３６５千円
                                                           　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
 

　　 ９２,８１８千円
　 １３９,１８０千円

講師謝礼　　　　　　　　　　  ２００千円
職員旅費等　　　　　　　　　  ３０５千円
使用料（会場使用料）　　　　  １００千円  

講師謝礼　　　　　　　　　　　３００千円
職員旅費等　　　　　　　　　　７９３千円
委託料（企業ＰＲ開催等）　 １,８５４千円
会場使用料、消耗品等　　　　　２２４千円

職員旅費 　 　　　　　　　  　９７６千円
委託料（研究開発）　　 　６０,０００千円
補助金　　　　　　　　 　　７,５００千円
使用料（高速料金）　　　　　　　１２千円

職員旅費　  　　　　　　　　　６８９千円

補助金　　　　　　 　 　 １４,６５６千円
使用料（高速料金）　　　　　　　２４千円

職員旅費　　　　　　　　　　　　１９千円

補助金　　　　　 　　　１４４,３３０千円
使用料（高速料金）　　　　　　　１６千円

内  訳

内  訳

内  訳

内  訳

内  訳

財源内訳
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あきた企業立地促進助成事業について

産 業 集 積 課
クリーンエネルギー産業振興課

１ 目 的
本県経済に対し波及効果の大きい企業の立地を促進するため、工場の新増設等の設備投資に係

る費用の一部を助成する。

２ 概 要

３ 予算額 ２,７２８,９４７千円

（１）設備投資支援型
・対象業種 製造業（環境・エネルギー型、資

源素材型企業を含む）、研究開発
型企業、情報通信関連型企業

・投資額要件 ３億円以上(土地代を除く)
・雇用要件 新規常用雇用者１０人以上
・補 助 率 １０％(要件に応じた補助率の加算あり)
・限 度 額 ５億円(既存立地企業の場合は３億円。

要件に応じた限度額の加算あり)

（２）事業集約支援型
・目 的 県内への事業集約の推進
・対象業種 製造業及び製造関連サービス業
・投資額要件 事業集約に伴う経費１千万円以上
・雇用要件 新規常用雇用者２人以上
・補 助 率 ２０％
・限 度 額 ２千万円

（１）産業集積課分

２,５４１,５５７千円

(補助金)

財源内訳 ２６１,６２２千円
※電源立地地域対策交付金

２,０００,０００千円
※地域活性化対策基金繰入金

２７９,９３５千円

（２）クリーンエネルギー産業振興課分

１８７,３９０千円

内 訳 補助金 １８６,８４４千円
事務費 ５４６千円

財源内訳 １８７,３９０千円
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《別表》

あきた企業立地促進助成事業（当初予算内訳）

【産業集積課分】 【クリーンエネルギー産業振興課分】

1 セイコーエプソン㈱・秋田エプソン㈱ 湯沢市 2,289,860 343,479 343,479 1 ユナイテッド計画㈱ 秋田市 596,365 89,454 89,454

2 三菱マテリアル電子化成㈱ 秋田市 4,353,960 500,000 500,000 2 ㈱エコリサイクル 秋田市 973,900 194,780 97,390

3 ニプロ㈱ 大館市 65,801,654 1,000,000 300,000 2件 1,570,265 284,234 186,844

4 ㈱村田指月FCソリューションズ 羽後町 1,661,000 332,200 332,200 546

5 秋田精工㈱ 由利本荘市 583,579 87,536 87,536 187,390

6 第一電材エレクトロニクス㈱ 秋田市 323,288 80,822 80,822

7 中国木材㈱ 能代市 3,491,440 500,000 250,000

8 東洋紡㈱ 大館市 5,500,000 500,000 250,000

9 ㈱グラノプト 能代市 1,725,000 345,000 345,000

10 ㈱ＳＭＭプレシジョン（事業集約） 能代市 245,825 20,000 20,000

11 又新金属㈱（事業集約） 横手市 62,600 12,520 12,520

12 大橋鉄工秋田㈱（事業集約） 横手市 204,800 20,000 20,000

12件 86,243,006 3,741,557 2,541,557 14件 2,728,947

投下固定資産 投下固定資産

補助金　計

事務費

　計

計 合　　　　計

番
号

企　業　名 所在地
予算額
（千円）

番
号

企　業　名 所在地
予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

対象額
（千円）

補助予定額
（千円）
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県・市町村立地基盤整備連携事業について

産業集積課

１ 目 的
能代山本地域の工業団地不足を解消し産業集積を図るため、市が実施する立地基盤整備の費用

の一部を助成する。

２ 概 要
・補助対象 県との連携により新たに工業団地整備を行う市町村（能代市）
・対象経費 宅地造成費用（用地取得費・工事費）
・補 助 率 １／２
・限 度 額 １ｈａあたり３千万円

３ 予算額 ３７９,７９０千円
（補助金）

補助金の内訳

西側工区 １４８,７９０千円

・開 発 面 積 ６.６ha
（うち宅地４.９ha）

・全体事業費 513,446 千円
・補助対象費 392,912 千円

東側工区 ２３１,０００千円

・開 発 面 積 ８.８ha
（うち宅地７.７ha）

・全体事業費 597,016 千円
・補助対象額 531,512 千円

西側工区

６．６ha

東側工区

８．８ha
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旧能代西高校敷地での工業団地整備について
（工業団地開発事業特別会計）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    産業集積課

１　目　的

　　

２　概　要
　　　

３　予算額　　 　　　　　　  ２８９,２４１千円
　

   内 訳  委託料            ６９,２４１千円　 
           委託料の内訳  分筆測量
                   　　　　 ８,２１６千円
　　　                  地形測量
                     　　 １９,５２５千円
　　　                  設計（排水等）
                          ４１,５００千円

 　     工事費（造成）  ２２０,０００千円

・所在地　　能代市真壁地地内（旧能代西高校敷地の一部）
・面　積　　約２０ｈａ

　能代山本地域の工業団地不足を解消し産業集積を図るため、旧能代西高校敷地のうち未利用部分を工業用地
として活用することとし、測量および造成を行う。

工業団地予定地 能代科学技術高校・
能代支援学校

〔国土地理院(電子国土Web)を加工して作成〕

（約２０ｈａ）
（約２５ｈａ）
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スタートアップエコシステムＡＫＩＴＡ推進事業について【新規】
                                                                                              商業貿易課

１　目　的
　　革新的なビジネスモデルによって社会を変革しつつ短期間で急成長を遂げるスタートアップを、県内に次々と創出
　するための環境（エコシステム）を構築する。

２　概　要

　　スタートアップの成長支援に向けて、県内外の民間企業・自治体と連携した「地域プラットフォーム」を構築・
　運営しスタートアップの成長段階に合わせて即応的な支援を提供する。

（１）地域プラットフォーム運営事業【新規】　　　　　　　　　　　　　　 ２７,０５７千円
　　　産学官金の支援者からなる「地域プラットフォーム」を設立し、スタートアップ支援の各種取組を進めるほか、
　　広く支援の機運醸成を図る。
　　　・支援対象　　全ての成長段階
　　　・実施内容　　スタートアップ向けのオンライン相談窓口設置
　　　　　　　　　　スタートアップの事業成長に向けた伴走支援
　　　　　　　　　　県内外の関係者及び県民向けの機運醸成イベントの開催（７月予定）　等
　　　・委 託 先 　　プロポーザルにより選定　

（２）県内スタートアップ発掘・交流支援事業　　　　　　　　　　　　　　　 ３,６４２千円
　　　県内から新たなスタートアップ候補企業や人材を発掘するため、起業者相互間の交流や先輩起業家の指導による
　　成長支援を行う。
　　　・支援対象　　主に事業開始前段階にある学生、社会人等
　　　・実施内容　　① 起業家・スタートアップ交流ラボ
　　　　　　　　　　　 起業家やスタートアップ、学生等の交流イベント（１回）を開催
　　　　　　　　　　　 （公財）あきた企業活性化センターに対して助成
　　　　　　　　　　② 県内スタートアップ候補の発掘・成長支援
　　　　　　　　　　　 公募した県内の起業家・スタートアップ候補者に対する先輩起業家による伴走支援
　　　・委 託 先 　　プロポーザルにより選定（②のみ）

＜スタートアップエコシステム＞
　スタートアップをサポートする多様な人材や組織が集まり、相互に関連しながら活動することで、スタートアップが継続的に立ち
上がり、その中から大きく成長する企業が現れるという状況が生じる仕組み
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（３）県内スタートアップ成長促進事業【新規】　　　　　　　　　　　　　   ３,０６０千円
　　　秋田版のスタートアップ成長ロールモデルを創出するため、成長可能性の高い県内スタートアップを認定し、
　　２年間の集中支援を行う。
　　　・支援対象　　主に事業開始期段階にある県内スタートアップ
　　　・実施内容　　① 認定スタートアップの選定と地域プラットフォームを通じた集中支援
　　　　　　　　　　　 対  象：県内に拠点を有する概ね創業１０年未満のスタートアップ
　　　　　　　　　　　　 　  　（公募・審査により２者程度を選定する）
　　　　　　　　　　　 内  容：事業計画のブラッシュアップ、支援者とのマッチング、ＰＲ・ブランディング支援　等
　　　　　　　　　　② 企業成長プログラムや経営スキルアップイベント等への参加支援
　　　　　　　　　　　 対  象：認定スタートアップを含む県内スタートアップやスタートアップを目指す学生等
　　　　　　　　　　　 内  容：大企業や投資機関が実施する各種成長支援プログラム等への参加費用を支援
　　　　　　　　　　　　　   　補 助 率  １／２以内
　　　　　　　　　　　　　　   限 度 額 　  認定スタートアップの旅費等　　　　　：５００千円
　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　 県内スタートアップの旅費等　　　　　：３００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 スタートアップを目指す学生等の旅費等：１００千円

（４）県外スタートアップ実証支援事業【新規】　　　　　　　　　　　　　　 ５,７２７千円
　　　成長のロールモデルとなるスタートアップの県外からの誘致に向けて、県外スタートアップが県内で行う実証
　　事業を支援する。
　　　・支援対象　　主に事業立上期段階にある県外スタートアップ
　　　・実施内容　　県内の地域資源・フィールドを活用して県外スタートアップが行う実証事業に対する補助
　　　　　　　　　　内  容：対象経費　 実証事業に要する旅費や原材料費　等
　　　　　　　　　　　　  　補 助 率   １／２以内
　　　　　　　　　　　　　  限 度 額           １,０００千円

（２）事業「起業家・スタートアップ交流ラボ」に
おけるトークセッション（令和５年１０月開催）
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３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３９,４８６千円
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財源内訳　　   　 １７,７７０千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      ２１,７１６千円
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（デジタル田園都市国家構想交付金活用）

（１）　地域プラットフォーム構築事業　　　　　　　　　　　　　　　　   ２７,０５７千円
　

　　　　　　　　　　　　　　　　内　訳　　委託料　　　　　　　　　　　 ２５,１５１千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（相談窓口・伴走支援業務、イベント開催業務等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員旅費　　　　 　　　 　　　 １,４６２千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消耗品等　　 　　　　　 　　　　　４４４千円　

（２）　県内スタートアップ発掘・交流支援事業　　　　　　 　　　　　　　　３,６４２千円
　

　　　　　　　　　　　　　　　　内　訳　　補助金　　　　　　　　　　　　 ２,０８１千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委託料(伴走支援業務)　　　　　 １,３１０千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員旅費等　 　　　　　　　　　 　　９１千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消耗品等　　　 　　　　　　　　 　１６０千円

（３） 県内スタートアップ成長促進事業　　　 　　　　　　　　　　　　　　 ３,０６０千円
　

　　　　　　　　　　　　　　　　内　訳　　補助金　 　　　　　　　 　　   ３,０００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　消耗品等　　　 　           　      ６０千円

（４）県外スタートアップ実証支援事業　　　　 　　　　　　　　　　　　　  ５,７２７千円
　

　　　　　　　　　　　　　　　　内　訳　　補助金　　　　　　　 　　　　  ５,０００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員旅費　　　　 　　　　　　 　　６１７千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消耗品等　　 　　　　　　　　 　　１１０千円
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「秋田スタートアップエコシステム基本方針」の概要について 商業貿易課

本県の状況・課題（令和５年度調査事業より）
県内でスタートアップに関わる者（事業者／支援者）が不足
県内スタートアップ事業者は未だ成長初期段階
県内における支援者の連携や、支援ノウハウ・リソースが不十分
スタートアップの課題解決実証フィールドとしての周知が不十分

　①スタートアップの成長段階に応じた支援

　②多様な主体と連携した支援体制の構築

必要となる取組の方向性
地域プラットフォームの
支援を受けて成長

新たなスタートアップを

創出するための支援

スタートアップエコシステムＡＫＩＴＡ

　
　
成
長
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル

県外支援機関・投資家等による県内スタートアップ
視察「Akita Startup tour2023」（令和５年９月）
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秋田の「はこぶ」を未来につなげる事業について【新規】

（環日本海物流ネットワーク構築推進事業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商業貿易課

１　目　的

　　物流の２０２４年問題や慢性的なドライバー不足を踏まえ、物流の効率化やモーダルシフトの取組等、本県における持
　続可能な物流体制の構築に向けた取組を支援する。　　

２　概　要

（１）物流効率化等支援事業　　　　                         １２,０００千円
　　　複数事業者による共同輸配送等の実施、荷役機械やシステム導入等、物流の効率化に資する取組を支援する。
　　　・対 象 者　　県内物流事業者及び荷主企業
　　　・対象経費　　ドライバーの労働時間削減、手荷役等の負担軽減、積載率向上等に資する取組に係る経費
　　　　　　　　　　（計画策定費、倉庫使用料、荷役機械導入費、車両管理システムの導入費等）
　　　・補助率等　　① 実証的な取組　【補助率】２／３　【限度額】３,０００千円（連携実施の場合）１件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ２,０００千円（単独実施の場合）１件
　　　　　　　　　　② 実装的な取組　【補助率】１／２　【限度額】２,０００千円（連携実施の場合）１件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  １,０００千円（単独実施の場合）５件
　　　　　　　　　　

【物流効率化の取組例】

〇 倉庫（デポ）を活用した共同輸配送

現状 改善

（期待できる成果）

ドライバー拘束時間の短縮
延べ１時間35分⇒1時間
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（２）モーダルシフト推進モデル事業　　                        ５,０００千円
　　　県内でのトラック輸送から船舶、鉄道輸送への転換を推進するため、ロールモデルとなる取組を支援する。
　　　・対 象 者　　県内に事業所を有する荷主企業
　　　・対象経費　　トラック輸送による陸上輸送から鉄道又は海上輸送に転換する取組に係る経費
　　　　　　　　　　（計画策定費、輸送費のかかり増し分、倉庫使用料、生産体制の変更に要する経費等）
　　　・補助率等　　① 鉄道輸送へのモーダルシフト　【補助率】２／３　 【補助限度額】２，０００千円　１件
　　　　　　　　　　② 海上輸送へのモーダルシフト　【補助率】２／３　 【補助限度額】３，０００千円　１件

（３）トラック人材確保推進事業　　　　                        ６,０００千円
　　　トラック業界への就業促進を図るため、女性や新卒者が働きやすい環境の整備や業界のイメージアップにつなげる取
　　組に対し支援する。
 

　　　① 女性や新卒者が働きやすい環境の整備
　　　　 ・対象経費　　女性更衣室や託児スペースの設置、新卒者のキャリアアップの仕組みづくりに係る経費　
　　　　 ・補助率等　　【補助率】２／３　 【限度額】１，０００千円　３件
 

　　　② 業界のイメージ向上に資する取組
　　　　 ・対象経費　　業界のイメージアップに資する動画作成や広報に係る経費
　　　　 ・補助率等　　【補助率】２／３　 【限度額】３，０００千円　１件（(公社)秋田県トラック協会への補助）

（４）物流問題への理解促進事業　　　　　　                       ８３８千円
　　　荷主企業や一般消費者が一体となって物流問題に取り組む気運の醸成を図るため、消費者向けのセミナーを
　　開催するほか、実証実験やモデル事業の成果を県内事業者に広めるための成果報告会を開催する。
 

　　　① 消費者対象の物流セミナー　１回
　　　　 ・開催時期　令和６年８月頃
　　　　 ・参 加 者　１００名
 

　　　② 荷主、物流事業者対象の成果報告会　１回
　　　　 ・開催時期　令和７年１月頃
　　　　 ・参 加 者　１００名　　
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（５）秋田未来物流協議会運営事業　　　　　　　　　　　　　　   ５３７千円
　　　官民一体で持続可能な物流体制の構築について検討する「秋田未来物流協議会」を開催する。
　　　・開催回数　３回

　　　・参 加 者　１８企業・団体
　　　　　　　　　（物流事業者の代表、荷主企業の代表、行政、大学）

　　　・設　　立　令和４年７月
　　　　　　　　　（前身：秋田の未来の物流を考える協議会（令和元年１１月設立））

３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４,３７５千円

　　　　　　　　　　　　　　 （物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用）
 

（１）物流効率化等支援事業　　　　　　　　　　　　　　    １２,０００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）

（２）モーダルシフト推進モデル事業　　　　 　　　　　　　 　５,０００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）
 

（３）トラック人材確保推進事業　　　 　　　 　　 　　　　 　６,０００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補助金）
 

（４）物流問題への理解促進事業　　　　 　 　 　　　　　　　　　８３８千円

　　　　　　　　　内　訳  　報 償 費（講師謝金、旅費）         ２２４千円
　　　　　　　　　　　　　　職員旅費　　　　　　　　　　　　　 ２２８千円
　　　　　　　　　　　　　　使 用 料（セミナー会場使用料）　　 ３８６千円
 

（５）秋田未来物流協議会運営事業　　　　　　　　 　　　　　　  ５３７千円

　　　　　　　　　内　訳　　報 償 費（講師謝金、旅費）　　　　 ２２４千円
　　　　　　　　　　　　　　職員旅費　　　　　　　　　　　　　 ２５２千円
　　　　　　　　　　　　　　消耗品等　　　　　　　　　　　　　　 ６１千円

令和５年度第２回秋田未来物流協議会財源内訳　　 　　２３,０００千円

　　　　　　 　　　１,３７５千円   　
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新エネルギー産業創出・育成事業について

クリーンエネルギー産業振興課

１ 目 的

本県の多様で豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを生かし、新エネルギー関連産業への

県内企業の参入等を促進する。

２ 概 要

（１）再生可能エネルギー導入促進事業 ９,１８３千円

再生可能エネルギーの導入に関する県民の理解促進を図る。

① 再生可能エネルギーの導入意義、地域のメリット等に関する

県民への普及啓発

ア 全戸配布広報紙（２頁×１回）・新聞広告（１５段カラー

×３紙×１回）による広報

イ 理解促進イベントの開催

ウ 県内学校における啓発活動の展開

② 再生可能エネルギー発電事業における地域共生の推進

ア 地域共生に係る市町村会議の開催

イ 県内関連企業等と連携した出前講座の実施

R5 理解促進イベント（講演会）

R5 理解促進イベント（洋上風力ＶＲ体験）
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（２）新エネルギー関連産業集積拠点化推進事業 ４４,３７３千円

新エネルギー関連産業の集積拠点の形成に向けた取組を展開する。

① 発電事業者・メーカーと県内企業のマッチング

ア 「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」の運営

イ 個別マッチングの実施

ウ 洋上風力発電メンテナンスに関する官民連携研究会の運営

エ 県内風力発電関連企業ガイドブックの作成

② 新エネルギー関連産業への参入に取り組む県内企業等への支援

ア アドバイザーの派遣

・ 「新エネルギーアドバイザー」の派遣（新エネルギー関連事業への参入に向けた課題

解決等への支援）

・ 「高度支援アドバイザー」の派遣（洋上風力発電関連産業における海外企業との折衝

等に関する支援）

イ 参入体制の強化に向けた取組への助成（補助金）【拡充】

③ 県外関連企業の誘致

区分 補助対象経費 補助率 限度額

人材育成 風力発電メンテナンス等に必要な資格等の習得

に要する経費

１／２ １人当たり５０万円

人材確保等

【新規】

求人・採用活動、関連産業への参入に向けた体

制整備等に要する経費

１／２ １件当たり２５万円

部品認証取得等

【拡充】

部品製造に係る認証取得や洋上風力発電メンテ

ナンス関連機器の研究開発に要する経費

１／２ １件当たり２５０万円

R5 あきた洋上風力発電関連産業フォーラム
（ビジネスセミナー）
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④ 将来の洋上風力発電関連産業を担う次世代人材の育成

ア 「洋上風力発電人材育成プロジェクト」によるモデル講義等の

実施

イ 県内大学における講義の実施

ウ 県内学校における啓発活動の展開

・ 県内関連企業等と連携した出前講座の実施

・ 県内中高生・保護者向け啓発資料の作成

⑤ 砂防堰堤等への小水力発電の導入に関する可能性調査【新規】

ア 目的

水力発電事業及び水力発電関連産業への県内企業の参入を促進する。

イ 内容

砂防堰堤、発電設備のないダムなど小水力発電に有望な複数の地点を選定し、水路等の

状況（落差、幅、流量等）に関する調査、発電量の試算等を行う。

砂防堰堤を活用した小水力発電（イメージ）
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（３）洋上風力発電導入促進事業 １９,８０９千円

洋上風力発電の更なる導入拡大に向けた環境整備を行う。

① 再エネ海域利用法に基づく協議会の運営

② 発電設備に係る固定資産税の円滑な課税に向けた研究会の運営

③ 「（仮称）洋上風力発電を契機とした未来志向型漁業共生検討会

議」の運営【新規】

ア 漁業振興策に係る先進事例調査

イ 未来志向型漁業共生策の検討

（４）ＣＣＳ・水素エネルギー導入促進事業 ２,５４３千円

本県沖におけるＣＣＳ事業への県内企業の参画を促進するとともに、「秋田水素コンソーシ

アム」を通じた取組等を行う。

① ＣＣＳ事業者と県内企業のマッチングイベント

の開催等【新規】

② 再生可能エネルギーに由来する水素に関するセ

ミナーの開催、先進事例調査、水素製造拠点化に

向けた活動等【拡充】

ＣＣＳのイメージ

洋上風車における魚礁効果
（長崎県五島市沖）
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（５）地熱エネルギー多面的利用促進事業 ６,３０４千円

発電や地場産業、農林水産業、観光等での利用など地熱エネルギー

の多面的な利用を促進する。

① 「地熱エネルギー多面的利用促進コンソーシアム」による先進事

例調査等

② 地熱資源の利活用に関するシンポジウムの開催、環境イベントへ

の出展等

（６）再エネ電力供給体制構築事業 １９,４２０千円

県内で発電された再エネ電力を県内に安定的に供給できる体制の構築に向けた取組を展開する。

① 再エネ工業団地の実現に向けた調査等

ア 団地整備に関する課題の解決等に向けた検討委員会の開催

イ 再エネ工業団地における電力の安定供給体制の構築に向けた調査

ウ 県外企業への再エネ工業団地のＰＲ活動

② 再エネ電力の地産地消の推進

ア 再エネ電力の地産地消に取り組むアグリゲーター等に関する調査

イ ＰＰＡ（※）、自家発電設備の導入等に関する需要家企業向け

セミナーの開催等

※ＰＰＡ：発電事業者が設置する発電設備により、長期にわたり電力需要家が

電力供給を受ける形態

R5 地熱セミナー（湯沢市）

再エネ工業団地のイメージ
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（７）産業用再エネ電力活用モデル事業 ３９１,０００千円

原油・原材料等の価格高騰の影響を受ける県内事業者のエネルギーコストの負担軽減を図る

ため、再生可能エネルギー発電設備等の整備費用に対し助成するとともに、設備導入による

コスト削減効果等を県内企業に広く展開し、カーボンニュートラルに向けた取組を促進する。

① 補助対象

県内に事業所を置く企業又は個人事業主で、原油価格・物価高騰等の影響を受け、令和４

年１月以降のいずれかの月の主なエネルギー価格が平成３１年から令和５年の同月比で２０

％以上上昇している者

② 補助対象設備、補助額等

【参考：令和４年度事業の状況】

・６月補正予算分 ：交付決定件数 ９件

交付決定額 １３６,２５５千円

・１２月補正予算分：交付決定件数 ２４件

交付決定額 ３９３,７９８千円

補助対象設備

（自家消費を目的とするもの）
補助額 限度額

再生可能エネルギー発電設備 発電出力１ｋＷ当たり１０万円 ３,０００万円

電力調整を行うための蓄電池 容量１ｋＷｈ当たり１０万円 １,０００万円

再生可能エネルギー熱供給設備 熱供給出力１,０００ｋｃａｌ／ｈ当たり６万円 １,０００万円

事業活用による太陽光パネル設置事例
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３ 予算額 ４９２,６３２千円

財源内訳 ４２３,２１３千円

１２,０６５千円

５７,３５４千円

（１）再生可能エネルギー導入促進事業 ９,１８３千円

内 訳 委託料 ３,９８８千円

（新聞広告等の企画、理解促進イベントの実施）

新聞広告等掲載料 ３,８１６千円

理解促進イベント講師謝金・旅費 ２２４千円

職員旅費、会場使用料等 １,１５５千円

（２）新エネルギー関連産業集積拠点化推進事業 ４４,３７３千円

内 訳 補助金 １６,３００千円

委託料 １０,０００千円

（小水力発電の導入に関する可能性調査）

アドバイザー謝金・旅費 ４,０２９千円

啓発資料印刷費 ２,４６４千円

フォーラム講師等謝金・旅費 ２,００７千円

職員旅費、会場使用料等 ９,５７３千円

46



（３）洋上風力発電導入促進事業 １９,８０９千円

内 訳 委託料 １１,５８０千円

（未来志向型漁業共生策の提案等）

外部有識者等謝金・旅費 ３,５６７千円

職員旅費、会場使用料等 ４,６６２千円

（４）ＣＣＳ・水素エネルギー導入促進事業 ２,５４３千円

内 訳 セミナー講師謝金・旅費 ３６７千円

職員旅費、会場使用料等 ２,１７６千円

（５）地熱エネルギー多面的利用促進事業 ６,３０４千円

内 訳 シンポジウム講師等謝金・旅費 ３,５８６千円

委託料（環境イベントへの出展） ７３７千円

職員旅費、会場使用料等 １,９８１千円

（６）再エネ電力供給体制構築事業 １９,４２０千円

内 訳 委託料 １５,６７８千円

（電力の安定供給体制の構築に向けた調査）

検討委員等謝金・旅費 ７８６千円

職員旅費、会場使用料等 ２,９５６千円

（７）産業用再エネ電力活用モデル事業 ３９１,０００千円

（補助金）

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用）
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参考
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研究開発技術の習得

想定される研修例

外国語スキルの習得

マーケティングスキルの習得

・国内・海外企業での先端技術習得研修
・県内外大学での特別履修(工学・理学・システム等)

・TOEIC等資格取得講座の受講
・大学等講座の受講(実践的な外国語スキル 等)

・海外販路拡大・新商品の企画立案に向けた
　マーケティングスキル講座の受講
（市場分析、実践的な商談スキル、販売戦略策定 等)

等

等

等

中核人材育成支援事業について【新規】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用労働政策課

１　目　的

　　企業の中核となる人材の育成を図るため、専門知識を学んだ大学卒業者等の育成に主体的に取り組む企業に対して支援

　する。 

２　概　要

　　・事業内容　　大学卒業者等を対象に企業が実施する高度な研修や資格

　　　　　　　　　取得等に要する経費を助成する。

                　 ※大学卒業者等：大学、大学院、高等専門学校(専攻科)

　　　　　　　　　　の卒業者で、原則入社後５年以内の３５歳未満の者　

　　・補助対象　　県内に事業拠点を有し、製造業、商業・サービス業、

　　　　　　　　　情報関連事業を営む事業者

　　・対象経費　　① 新事業創出や海外展開、研究開発などに資する研修

　　　　　　　　　　 及び資格取得に要する経費

　　　　　　　　　② 研修等期間中の人件費相当額

　　・補 助 率      ３／４

　　・限 度 額      ２,０００千円

　　・補助期間　  交付決定の日から令和７年２月２８日

　

３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １０,６１２千円

          　内　訳　  補助金（５件）　　　　　　　　 １０,０００千円
　　　　　　　　　　  委託料（新聞広告）　　　　　　　　　３６０千円
　　　　　　　　　　  需用費（チラシ作成等）　　　　　　　　９４千円
　　　　　　　　　　  役務費（郵送料等）　　　　　　　　　１５８千円
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外国人材受入サポートセンター（仮称）設置事業について【新規】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用労働政策課

１　目　的
　　外国人材受入れに向けた相談サポート体制を強化するため、企業からの相談対応等をワンストップで行うサポートセン
　ターを設置するとともに、市町村との連携による受入環境づくりを促進する。

２　概　要
（１）外国人材受入サポートセンター(仮称)の設置　　　　　　　　 ８,３２０千円
　　　「外国人材受入サポートセンター（仮称）」を設置し、企業からの相談対応や専門家の派遣を行うほか、企業向けの
　　外国人材受入セミナー等を開催する。
　　　・設 置 場 所     秋田市内　　　　
　　　・委託予定先　　民間事業者（企画提案方式により決定）
　　　・委 託 内 容 　　　① 専門相談員の配置（１名）
　　　　　　　　　　　② 対面、電話、メール、オンラインによる相談業務
　　　　　　　　　　　③ 専門相談員・専門家による伴走支援
　　　　　　　　　　　④ 企業向け受入セミナーの開催（県内３か所）
　　　　　　　　　　　⑤ 出張相談会の開催（県内８か所）
　　　　　　　　　　　⑥ 各事業関連団体向け出前講座の開催（随時）
　　　　　　　　　　　⑦ ウェブサイトによる情報発信

（２）市町村との勉強会の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２６千円
　　　市町村における外国人材の受入環境づくりを進めるための勉強会を開催する。
　　　・開  催  回  数　  ３回
　　　・内　　　容  　① 外国人材受入れの現状・課題の分析
                      ② 生活支援や日本語教育などの受入体制づくり
　　　　　　　　　　  ③ 地域との共生（地域住民の理解促進、外国人コミュニティづくり等）

（３）秋田県外国人材の受入れ・共生に係る連絡協議会の開催　　　　　１５４千円
　　　外国人材の受入れに向けた取組の情報共有等を図るための連絡協議会を開催する。
　　　・開  催  回  数  　２回
　　　・構  成  員　  県、秋田労働局、市町村、各事業関連団体　等
　　　・内　　  容　  外国人材受入れに向けた課題や取組等の情報交換　等

県内企業での技能実習の様子
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３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ８,７００千円

（１）外国人材受入サポートセンター(仮称)の設置 　　　　　　　　 ８,３２０千円

                                                                    （委託料）

　   委託料の内訳　　人件費（専門相談員）　　　　　　　　　　　 ２,７５０千円

　　　　　　　　 　  使用料及び賃借料（事務室、什器・備品等）　 ２,２８１千円
　　　　　　　　 　  広報費（チラシ作成、ウェブサイト構築等）　　  ８１４千円
　　　　　　　　 　  講師謝金、旅費（セミナー）　　　　　　　　　  ３０５千円
　　　　　　　　 　  需用費、役務費（自動車燃料、通信料等）　　　  ７２６千円
　　　　　　　　 　  一般管理費等　　　　　　　　　　　　　　　 １,４４４千円
　
（２）市町村との勉強会の開催                                   　  ２２６千円

          内　訳     講師謝金、旅費 　　　　　　　　　　　　　　　 １５４千円
　　　　　　　　　   職員旅費　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　 ４２千円
　　　　　　　　　   使用料（高速料金） 　　　　　　　　　　 　　　　３０千円

（３）秋田県外国人材の受入れ・共生に係る連絡協議会の開催         　１５４千円

          内　訳   　職員旅費　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　２３千円
　　　　　　　　　　 需用費（印刷費等）                 　　　　 　　３０千円
　　　　　　　　　　 役務費（郵送料）                　 　　 　　　１０１千円　　　　　　
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人材確保・定着推進事業について

（女性の新規就業支援事業・人材投資促進事業）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用労働政策課

１　目　的

　　人材確保や人材投資を促進するため、女性など多様な人材の雇用・就業機会の確保や、学び直しに向けた取組に対しての

　支援を行う。
 
２　概　要

（１）女性の新規就業支援事業　　　　　　　　                            １３,５４６千円

　　　女性の活躍推進と県内企業の人材確保を図るため、結婚や出産で離職している等、現在積極的な就職活動を行っていな

　　い女性の就業を促進する。

　　　① 女性の新規就業支援事業

　　　　 就業に向けた意識啓発やスキルアップのほか、企業とのマッチングなど、女性求職者の掘り起こしから再就職まで     

       の一体的な支援を行う。

　　　　 ○ 事  業  内  容

　　　      ア　事業推進コーディネーターの配置【新規】

　　　　      　女性求職者からの相談対応やフォローアップなど就業に向けた伴走支援

　　 　　   イ　求職者の掘り起こし【拡充】

　 　　　　     職場復帰・再就職準備セミナー、在宅ワークスキルの習得講座、

　　　　　　    レッスン座談会の開催　等

 　　　　   ウ　企業の中途採用の掘り起こし

　 　　　　     意識啓発セミナー、先進事例情報交換会の開催、専門家派遣の実施  等

　 　　　   エ　マッチング支援【拡充】

　 　　　　     職場体験バスツアーの実施、合同就職面接会の開催　等　  　　

　　　　  ○ 委託予定先  　民間事業者（企画提案方式により決定） 

　　  ②  プラットフォーム会議の開催

　　　    商工団体や労働局等の関係機関による官民連携型のプラットフォーム会議を開催する。

　　　    ・開  催  回  数　  ２回

　　　    ・構  成  員    県、秋田労働局、秋田市、商工団体　等

　　　    ・内      容    女性の新規就業促進に向けた課題や取組等の情報交換　等

企業と女性求職者のマッチング座談会の様子
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（２）人材投資促進事業　　　　　　　　　　　　                          ２９,０９８千円

　　　従業員のキャリアアップ等の人材育成や非正規雇用者の処遇改善に向けた取組のほか、在職者等の学び直しを支援する。

　　　① 自発的なリスキリングへの支援【新規】

　　　　 ・支 給 対 象 　　国の教育訓練給付金（専門実践教育訓練）の支給決定者（８０件）　　
　　　 　・支 給  額　　教育訓練給付金支給決定額の１／２
　　　 　・限 度  額　　５０千円　　

　　　② 企業内研修実施への支援

　　　　 ・支 給 対 象 　　国の人材開発支援助成金（人材育成訓練）の支給決定を受けた県内企業等（４０件）　　
　　　 　・支 給  額　　人材開発支援助成金支給決定額の１／２
　　　 　・限 度  額　　１００千円

　　　③ 若年女性及び就職氷河期世代の正規雇用化への支援【拡充】

　　　　 ・支 給 対 象 　　国のキャリアアップ助成金（正社員化コース又は障害者正社員化コース）の支給決定を受けた県内
　　　　　　　　　　　 　 企業等
　　　　　　　　　　　 　※ 若年女性２０件　就職氷河期世代８０件　計１００件
　　 　　・支 給  額　　有期雇用 → 正規雇用　１００千円
　 　　　　　　　　　　　無期雇用 → 正規雇用　　５０千円

　　　④ 在職者等への学び直し機会の提供【拡充】

　　　 　・対 　 　 象 　      在職者、求職者
　　 　　・内 　 　 容 　      高度な資格取得等に向けたｅラーニング講座の提供
　　 　　・受 講 者 数 　                                                                                                             ５００人
　　 　　・委託予定先　  民間事業者（企画提案方式により決定） 
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３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          ４２,６４４千円 
（１）女性の新規就業支援事業 　　　 　　　　   　　　 　　 　         １３,５４６千円
　　　　　　　　    　　　　　 　　　 　　      （デジタル田園都市国家構想交付金活用）

　　①女性の新規就業支援事業 　　　　　  　　　　　　      　　       １３,４７３千円

                                                                            （委託料）
      　　　　　　委託料の内訳

                      人件費（事業推進コーディネーター）　　　　　　    ２,７５０千円
　　　　　　　　  　　広報費（ウェブサイト運用、ウェブ広告等）　　　    ５,１０９千円
　　　　　　　　  　　講師謝金、旅費（セミナー等）　　　　　　　　　    １,５６３千円
　　　　　　　　  　　需用費、役務費、使用料（印刷費、会場使用料等）    １,８１６千円
　　　　　　　　  　　一般管理費等　　　　　　　　　　　　　　　　　    ２,２３５千円
　　
　　②プラットフォーム会議の開催 　                                          ７３千円
                                                  （職員旅費、需用費、役務費、使用料）

　　　　　　　　　
（２）人材投資促進事業  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      ２９,０９８千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　      （地域就職氷河期世代支援加速化交付金活用予定）

      内　訳　  補助金                                                １８,０００千円

                  補助金の内訳

                      自発的なリスキリングへの支援                      ４,０００千円（　５０千円×　８０件）
　　　　　　　　　　  企業内研修実施への支援                            ４,０００千円（１００千円×　４０件）
　　　　　　　　　　  若年女性及び就職氷河期世代の正規雇用化への支援  １０,０００千円（１００千円×１００件）

  　　　　　　　委託料（ｅラーニングシステム利用料等）                １０,７５７千円
　　　　　　　　需用費（印刷費等） 　　　　　　　　　　　　                １８３千円
　　　　　　　　役務費（郵送料等） 　　　　　　　　　　　　                １５８千円
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令和６年度　秋田県公営企業会計の当初予算について
公営企業課

１　電気事業会計

（１）収益的収入及び支出
（単位：千円）

収益的収入 収益的支出
款 項 目 予定額 款 項 目 予定額 備　考

1 事業収益 1 事業費

1 営業収益 1 営業費用

1 電力料 うちＦＩＴ分 1 水力発電費 修繕費

減価償却費

2 営業雑収益 管理受託収入 人件費

容量市場収益 2 送電費 委託費

2 財務収益 人件費

1 受取配当金 東北電力株式配当金 3 一般管理費 人件費

2 受取利息 貸付金利息 物件費

預金利息 2 財務費用

3 営業外収益 1 支払利息 企業債利息

1 長期前受金戻入 借入金利息

2 事業外収益 3 附帯事業費用

1 発電所周辺地域 助成金

等振興事業費用

4 営業外費用

1 事業外費用

2 消費税及び地方
消費税

3 事業外固定資産
管理費

5 予備費

1 予備費

収支差

備　考

9,173,552 4,546,878

9,153,131 4,184,949

8,633,245 3,793,856 890,881

1,045,753 970,464

519,886 121,559 622,928

387,374 73,723 35,029

805 23,413

86 317,370 193,558

719 680 97,299

39 2,627

19,616 2,627 2,593

19,216 34

400 81,670

81,670 81,170

275,632

2

275,430

200

2,000

2,000

4,626,674
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（２）資本的収入及び支出
（単位：千円）

資本的収入 資本的支出

款 項 目 予定額 款 項 目 予定額 備　考

1 資本的収入 1 資本的支出

1 他会計からの長期 1 建設費

貸付金償還金 1 成瀬発電所建設費

1 工業用水道事業 2 鳥海発電所建設費

会計からの長期 3 送電線建設費 工事負担金

貸付金償還金 2 改良費

1 発電所改良費 小和瀬発電所

玉川発電所

鎧畑発電所

萩形発電所

2 発電事務所改良費 玉川発電事務所

大館発電事務所

秋田発電事務所

3 企業債償還金

1 企業債償還金

4 予備費

1 予備費

収支差

※不足額は内部留保資金により補てんする。

備　考

39,949 4,205,503

39,949 1,844,895

573,935

39,949 52,078

1,218,882

2,293,474

2,160,254

1,008,737

452,261

165,514

72,774

133,220 98,449

3,410

31,361

47,134

47,134

20,000

20,000

△ 4,205,503
工業用水道事業会計長期
貸付金償還金を除く
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２　工業用水道事業会計

（１）収益的収入及び支出
（単位：千円）

収益的収入 収益的支出

款 項 目 予定額 款 項 目 予定額 備　考

1 事業収益 1 事業費

1 営業収益 1 営業費用

1 秋田工業用水道 1 維持管理費 減価償却費

使用料 動力費

2 営業雑収益 委託費

2 営業外収益 人件費

1 受取利息 2 一般管理費 人件費

2 長期前受金戻入 物件費

3 雑収益 2 営業外費用

3 特別利益 1 支払利息 企業債利息

1 その他特別利益 補償的一時金 借入金利息

2 雑支出

3 消費税及び地方

消費税

3 予備費

1 予備費

収支差

備　考

1,055,946 1,025,070

872,732 984,874

872,419 勝平系(25社) 844,150 967,841 359,059

御所野系(4社) 28,269 291,092

313 180,459

92,811 49,024

1 17,033 11,065

92,302 5,651

508 35,196

90,403 21,848 21,244

90,403 604

1

13,347

5,000

5,000

30,876
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（２）資本的収入及び支出
（単位：千円）

資本的収入 資本的支出

（収入の予定はなし） 款 項 目 予定額 備　考

1 資本的支出

1 改良費

1 秋田工業用水道

改良費

2 企業債償還金

1 企業債償還金

3 他会計借入金償還金

1 その他長期借入金

4 予備費

1 予備費

収支差

※不足額は内部留保資金により補てんする。

399,928

180,120

180,120

174,858

174,858

39,950

39,950

5,000

5,000

△ 399,928
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（参考）前年度比較表
（単位：千円）

電気事業会計 令和５年度 令和６年度 比　　較

収　　　入　　Ａ

うち電力料

支　　　出　　Ｂ

うち営業費用

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ

収　　　入　　Ａ

うち他会計からの長期貸付金償還金　　Ａ'

支　　　出　　Ｂ

うち建設改良費

収　支　差　　Ａ－Ａ'－Ｂ＝Ｃ

補　て　ん　財　源

内部留保資金

工業用水道事業会計 令和５年度 令和６年度 比　　較

収　　　入　　Ａ

うち秋田工業用水道使用料

支　　　出　　Ｂ

うち営業費用

収　支　差　  Ａ－Ｂ＝Ｃ

収　　　入　　Ａ

支　　　出　　Ｂ

うち改良費

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ

補　て　ん　財　源

内部留保資金

8,595,154 9,173,552 578,398

8,527,767 8,633,245 105,478

4,548,110 4,546,878 △ 1,232

4,132,417 4,184,949 52,532

4,047,044 4,626,674 579,630

39,849 39,949 100

39,849 39,949 100

3,256,501 4,205,503 949,002

3,175,747 4,138,369 962,622

△ 3,256,501 △ 4,205,503 △ 949,002

3,256,501 4,205,503 949,002

3,256,501 4,205,503 949,002

1,077,005 1,055,946 △ 21,059

973,813 872,419 △ 101,394

1,116,180 1,025,070 △ 91,110

1,007,574 984,874 △ 22,700

△ 39,175 30,876 70,051

0 0 0

301,977 399,928 97,951

84,733 180,120 95,387

△ 301,977 △ 399,928 △ 97,951

301,977 399,928 97,951

301,977 399,928 97,951

収
益
的
収
支

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

資
本
的
収
支
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鎧畑及び田沢湖発電所大規模改良事業に係る債務負担行為の設定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公営企業課
１　目　的

　　鎧畑及び田沢湖発電所は、運転開始後６０年以上経過し、発電所のすべての設備が劣化していることから、　　　　　
　土木設備の改良、水車発電機等の電気及び機械設備の全面更新、発電所建屋の建て替えなど長期にわたる大規
　模な工事を実施するため、債務負担行為を設定する。

２　概　要
　　　

３　債務負担行為設定額 　　　　　　２４,１２４,１００千円　　　　　　　　　

・発注方式　設計施工一括発注方式（ＤＢ方式）

・契約期間　Ｒ７年２月～Ｒ１４年３月（予定）
　　※Ｒ６年４月公告予定　

　

【鎧畑発電所】

屋外変電所

水車発電機(1台）

発電所

水圧鉄管

調圧水槽

放水路

取水設備

発電所

導水路

調圧水槽

水圧鉄管

放水路水車発電機(2台）

屋外変電所

取水設備

【田沢湖発電所】

・債務負担行為設定期間　Ｒ７～Ｒ１３年度　

内　訳 金額（千円）

施設設備維持管理費分（収益的支出） ２,０３１,７００

　鎧畑発電所 ９３３,９００　

　田沢湖発電所 １,０９７,８００

発電所改良費分　　　（資本的支出） ２２,０９２,４００

　鎧畑発電所 １３,５６１,９００

　田沢湖発電所 ８,５３０,５００
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＜参考＞　　　　　　　　

　

【地方債借入予定額】

項　　　目 鎧畑及び田沢湖発電所

①　総事業費　　　（百万円）　　Ａ ２４,１２４

②　年間売電電力量（ＭＷｈ） ８６,４２０

③　年間収支額　  （百万円）　　Ｂ ６５８

④　総事業費回収年（年）　　　　Ａ／Ｂ ３７

⑤  同　上　利息の支払い含む（金利２％） ４４

１　採算性の検討

　　○　鎧畑及び田沢湖発電所の総事業費２４,１２４百万円は、利息の支払いを含み４４年で回収できる見込み。　　　　　　　　　　　　

年  度 借入額（百万円）

 Ｒ ９ １,０５０

Ｒ１０ １,７３０

Ｒ１１ ４,４６０

Ｒ１２ ３,９３０

Ｒ１３ ２,９１０

合　計 １４,０８０

２　長期シミュレーション　　　　　　
（百万円）

【経済性評価】

鎧畑及び田沢湖工事期間（予定）
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「秋田県信用保証協会に対する損失補償に係る回収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例案」について

産業政策課

１ 制定理由

中小企業者等の円滑な事業の再生及び新たな事業の創出に資するため、秋田県信用保証協会に対して県が

有する回収納付金を受け取る権利の放棄に関し必要な事項を定める必要がある。

２ 内 容

（１）求償権の放棄等の承認（第３条関係）

知事は、秋田県信用保証協会による承認の申請があった場合において、当該求償権の放棄等が、計画策

定支援機関による支援等を受けて策定された計画のいずれかに基づくものであり、かつ、中小企業者等の

円滑な事業の再生又は新たな事業の創出に資すると認めるときは、当該求償権の放棄等を承認し、当該求

償権に係る回収納付金を受け取る権利を放棄することができることとする。

（対象とする計画）
・ 中小企業再生支援協議会事業として策定された再生計画 等

（放棄スキーム図）

①代位弁済

②損失補償

⑧実施報告 ⑨報告

金融機関

保証協会
県

③求償権・回収 回収納付金

回収金 ④承認申請

⑤審査

⑥承認

⑦求償権の放棄
⑦回収納付金を

受け取る権利の放棄

中小
企業者

県議会
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（２）報告（第４条関係）

知事は、回収納付金を受け取る権利を放棄したときは、規則で定めるところにより、議会に報告しなけ

ればならないこととする。

（報告内容）
① 求償権の放棄等を承認した日
② 県が回収納付金を受け取る権利を放棄した額
③ 求償権の放棄等を承認した理由
④ その他知事が必要と認める事項

３ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとする。
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湯沢翔北高校（旧湯沢商工高校）土地の売却について

産業集積課

１ 目 的
湯沢市の工業団地不足を解消し産業集積を図るため、市が実施する成沢工業団地拡張を支援す

ることとし、湯沢翔北高校（旧湯沢商工高校）の土地を湯沢市へ売却する。

２ 概 要
・所 在 地 湯沢市成沢字内森合山３５－１ 外９筆
・面 積 ２１,４４９.６１㎡
・売買金額 ８９,７０２千円

３ スケジュール
・令和６年１月 土地売買仮契約締結
・令和６年４月 土地売買契約、所有権移転登記
・令和６年７月 造成工事（湯沢市）

位置図

成沢工業団地
売却予定地

64


